
 

応募様式第１号その２ 

 

事業計画（実績）書 

１ 企業概要 

企業名  

⑴ 代表者職・氏名  

⑵ 本社所在地  

⑶ 経営理念  

⑷ 事業内容 

① 産業分類 

 

② 業務内容 

 

⑸ ホームページ 

  URL 
 

⑹ 従業員数    名 

⑺ DX 認定の取得 

□ 取得済み 

※DX 認定を取得している場合、認定に用いた申請資料を添付。 

□ 未取得 

⑻ パートナーシップ 

構築宣言の公表 

□ 公表あり 

URL（                        ） 

□ 公表なし 

 

２ 経営概要 

⑴ 本事業に取り組む動機（なぜＤＸに取り組むのか。ビジョン・目標） 

 

 

 

⑵ 経営上の強み 

 

 

 

⑶ 現状の経営課題 

 

 

 

⑷ これまでのデジタル化・DX 化に向けた取り組み・認識している課題 

① これまでの取り組み 

 

 



 

② 認識している課題 

 

 

３ 事業概要 

⑴ 事業名  

⑵ 事業概要 

① 事業の目的 

 

 

② 事業の概要 

 

 

 

⑶ 事業期間 交付決定日 から  年  月  日まで 

⑷ 改善するビジネスモデル・プロセスについて 

 

 

 

 

 

 

⑸ 本事業により導入するデジタル技術等について 

① 導入するデジタル技術の概要 

 

 

② データ活用（収集するデータ、保管方法、分析方法 など）について 

 

 

⑹ 事業達成状況に係る指標 

① 事業効果（見込み） 

 ア)定量的効果 

   (ⅰ)労働生産性の動向 

      

 

 

 

（単位：円、人）
営業利益 人件費 減価償却費 従業員数 労働生産性 対前年比

現年 0 0 0 0 0 -
1年目 0 0 0 0 0 #DIV/0!
2年目 0 0 0 0 0 #DIV/0!
3年目 0 0 0 0 0 #DIV/0!



 

〈１年目の取組〉 

 ・ 

 

〈２年目の取組〉 

 ・ 

 

〈３年目の取組〉 

   ・ 

    

(ⅱ)導入するデジタル技術による改善効果（KPI） 

    

 

(ⅲ)その他、独自の指標等 

 

 イ)定性的効果 

 

 

 

⑺ 実施スケジュール 

 

時 期 内 容 

2026 年○月  

2026 年○月  

 

 

 

 

 

 

⑻ 補助事業後の展開（今後の展望） 

事業終了後の５年後、１０年後の事業展開を記載ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※独自のＤＸプラン等があれば添付してください。 

※自社のＤＸに向けてどのように展開していくのか、などに留意いただき、事業計画（実績）を

記載ください。 

※労働生産性については、以下のとおり算出してください。 

労働生産性＝（営業利益＋人件費＋減価償却費）÷従業員数 



 

４ 推進体制について 

⑴ 組織体制 

① 主担当者 

 

② 関連する部門等 

 

③ ＤＸ推進に当たっての取締役（意思決定機関）の関与について 

 

⑵ パートナー企業との連携 

事業推進に当たってのパートナー企業、協力して連携する関係者との取り組みを記載してい

ださい。 

 

 

 

５ リスク管理とセキュリティ対策について 

⑴ リスク管理 

※取り組んでいるリスク管理について記載してください。 

 

 

⑵ セキュリティ

対策 

※取り組んでいるセキュリティ対策を記載してください。 

※セキュリティアクション対策自己宣言を行っている場合は、取得時期

及び段階(一つ星または二つ星)を記載してください。これから宣言を行

う場合は、取得予定時期を記載ください。 

 

 

 

 

 


